
令和５年度決算状況（決算カード）　財政用語解説

●普通会計

●市町村類型

当該年度： Ⅲ-3 前年度： Ⅲ-3

●交付税種地区分

当該年度： Ⅱ-10 前年度： Ⅱ-10

●翌年度に繰り越すべき財源

当該年度： 1,160千円 前年度： 15,630千円 差： △ 14,470千円 (△ 92.6%)

●実質収支

当該年度： 1,966,040千円 前年度： 2,512,615千円 差： △ 546,575千円 (△ 21.8%)

●単年度収支

当該年度： △ 546,575千円 前年度： 657,847千円 差： △ 1,204,422千円 (△ 183.1%)

　総務省で定める基準により、各地方公共団体の財政状況の把握、地方自治体間の
財政比較等のために用いられる統計上、観念上の会計をいいます。他団体との比較が
同条件下でできることから、決算分析に広く活用されている会計区分です。決算カード
に記載されている歳入、歳出額等は普通会計における決算額となります。

　地方公共団体の都市化の度合いを、昼間流出人口比率、経済構造、宅地平均価格
指数等によって分類するための区分であり、普通交付税（６ページ参照）の算定に用い
られます。

　継続費逓次繰越、繰越明許費、事故繰越の３つがあり、当該年度の小金井市におい
ては繰越明許費がありました。繰越明許費とは歳出予算の経費のうち、その性質上又
は予算成立後の事由等により年度内に支出を終わらない見込みのものを、予算の定
めるところにより翌年度に繰り越すことです。

　歳入歳出差引額（形式収支）から、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた、実質的
な収入と支出の差をいいます。

実質収支＝形式収支（歳入総額－歳出総額）－翌年度に繰り越すべき財源

　実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年度
の収支のことをいいます。

単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度の実質収支

　地方公共体は指定都市、中核市、特例市、特別区、市町村に分類され、小金井市が
該当する市町村については、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）でさらに分
類されます。同じ市町村類型の地方公共団体を類似団体といい、人口と産業構造が類
似している団体となります。
【類似団体（東京都内）】
当該年度：青梅市、昭島市、国分寺市、東久留米市、多摩市
前年度　 ：青梅市、昭島市、国分寺市、東久留米市、多摩市
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●積立金

当該年度： 1,410,587千円 前年度： 930,081千円 差： 480,506千円 (51.7%)

●積立金取崩額

当該年度： 800,000千円 前年度： 1,400,000千円 差： △ 600,000千円 (△ 42.9%)

●実質単年度収支

当該年度： 64,012千円 前年度： 187,928千円 差： △ 123,916千円 (△ 65.9%)

●事務の共同処理の状況

●基準財政需要額

当該年度： 18,852,208千円 前年度： 18,495,766千円 差： 356,442千円 (1.9%)

●基準財政収入額

当該年度： 19,637,836千円 前年度： 18,711,384千円 差： 926,452千円 (5.0%)

●標準財政規模

当該年度： 25,366,952千円 前年度： 24,192,213千円 差： 1,174,739千円 (4.9%)

　当該年度における財政調整基金への積立額です。財政調整基金とは年度間の財源
の不均衡を調整するための基金で、計画的な財政運営を行うために、財源に余裕のあ
る年度に積立てを行い、財源不足が生じる年度に活用するための基金です。

　当該年度における財政調整基金の取崩額です。

　単年度収支から、実質的な黒字要素（積立金及び繰上償還金）を加え、赤字要素
（積立金取崩額）を差し引いたものです。

実質単年度収支＝単年度収支＋積立金＋繰上償還金－積立金取崩額

　普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準におけ
る行政を行い、または施設を維持するための財政需要を一定の方法によって算定する
ものです。

　普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体の財政力を合理的に測定するた
めに、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定の方法によって算定す
るものです。

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を
示すもので、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算
した額です。

　小金井市が構成市となっている一部事務組合や広域連合を記載しています。一部事
務組合とは普通地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するために設ける
特別地方公共団体であり、広域連合とは広域にわたり処理することが適切であると認め
られるものに関し、広域にわたる総合的な計画を策定し、処理するために設ける特別
地方公共団体です。
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●財政力指数

当該年度： 1.009 前年度： 1.003 差： 0.006

●実質収支比率

当該年度： 7.8% 前年度： 10.4% 差： △ 2.6ポイント

●公債費負担比率

当該年度： 6.4% 前年度： 6.9% 差： △ 0.5ポイント

●経常収支比率

当該年度： 93.9% 前年度： 94.0% 差： △ 0.1ポイント

●地方債現在高

当該年度： 15,564,127千円 前年度： 16,867,012千円 差： △ 1,302,885千円 (△ 7.7%)

●債務負担行為翌年度以降支出予定額

当該年度： 10,060,728千円 前年度： 12,152,329千円 差： △ 2,091,601千円 (△ 17.2%)

　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して
得た数値の３か年度の平均値です。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留
保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえます。

財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額

　実質収支の標準財政規模に対する割合で、実質収支比率が正数の場合は実質収
支の黒字、負数の場合は赤字を示します。

実質収支比率＝実質収支÷標準財政規模

　地方公共団体における公債費（９ページ参照）による財政負担の度合いを判断する
指標の一つで、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合です。公
債費負担比率が高いほど、一般財源に占める公債費の比率が高く、財政構造の硬直
化が進んでいることを表します。

　地方税など経常的に入ってくる収入が、義務的で固定的に支出される経費（人件費・
扶助費・公債費等）にどれだけ使われているかを示したものです。数値が低いほど、財
政の弾力性・自由度があります。

経常収支比率＝経常経費充当一般財源等÷経常一般財源等

　当該年度末時点における地方債（８ページ参照）の現在高です。

　債務負担行為により翌年度以降に支出が予定されている額です。債務負担行為とは
数年度にわたる建設工事、土地の購入等翌年度以降の経費支出や、債務保証または
損失補償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときの支出を予定するなど
の、将来の財政支出を約束する行為です。
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●積立金現在高

当該年度： 14,178,521千円 前年度： 12,620,656千円 差： 1,557,865千円 (12.3%)

●積立基金取崩額

当該年度： 1,395,823千円 前年度： 1,851,441千円 差： △ 455,618千円 (△ 24.6%)

●収益事業収入

当該年度： 60,000千円 前年度： 50,000千円 差： 10,000千円 (20.0%)

●健全化判断比率

●実質赤字比率

当該年度： － (12.06) % 前年度： － (12.14) % 差：

●連結実質赤字比率

当該年度： － (17.06) % 前年度： － (17.14) % 差：

●実質公債費比率

当該年度： 1.7 (25.00) % 前年度： 1.5 (25.00) % 差： 0.2ポイント

　公債費及び公債費に準じた経費の比重を示す比率です。地方債の返済額及びこれ
に準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標です。　（　）内の数値は早
期健全化基準です。

　当該年度末時点における基金積立金の現在高です。基金とは、条例の定めるところ
により、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運
用するために設けられるものです。

　東京都十一市競輪事業組合、東京都六市競艇事業組合の経営活動に伴い発生し
た事業収入のうち小金井市に配分された額です。

　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財
政指標の総称です。地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが早期健全化
基準または財政再生基準以上となった場合には、財政健全化計画又は財政再生計画
を策定し、財政健全化団体又は財政再生団体として、財政の健全化を図らなければな
りません。

　一般会計等の実質赤字の比率です。福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体
の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標です。
　赤字額がない場合は「－」と表示します。（　）内の数値は早期健全化基準です。

　全ての会計の実質赤字の比率です。全ての会計の赤字と黒字を合算して、地方公
共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の
悪化の度合いを示す指標です。
　赤字額がない場合は「－」と表示します。（　）内の数値は早期健全化基準です。

　当該年度における基金の取崩額です。
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●将来負担比率

当該年度： － (350) % 前年度： － (350) % 差：

●歳入

当該年度： 53,050,349千円 前年度： 52,997,404千円 差： 52,945千円 (0.1%)

※合計額

○地方税

当該年度： 23,552,730千円 前年度： 22,907,839千円 差： 644,891千円 (2.8%)

○地方譲与税

当該年度： 182,443千円 前年度： 180,979千円 差： 1,464千円 (0.8%)

○利子割交付金

当該年度： 48,108千円 前年度： 41,210千円 差： 6,898千円 (16.7%)

○配当割交付金

当該年度： 255,932千円 前年度： 219,326千円 差： 36,606千円 (16.7%)

○株式等譲渡所得割交付金

当該年度： 274,879千円 前年度： 168,423千円 差： 106,456千円 (63.2%)

　地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉えた比率です。
地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来
財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。充当可能な財源等が将来負担額
を上回る場合は「－」と表示します。（　）内の数値は早期健全化基準です。

　市民の皆様から納めていただく市の税金です。市民税・固定資産税・軽自動車税・市
たばこ税・都市計画税があります。

　徴収の利便性等の観点から、一旦国税として徴収された後に譲与されるもので、地
方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税等があります。地方揮発油譲
与税及び自動車重量譲与税は道路の面積や延長を基準として譲与されますが、森林
環境譲与税は私有林人工林面積や林業就業者数、人口を基準として譲与されます。

　株式等譲渡所得課税のうち都税として徴収された一部が個人都民税の取扱額を基
準として交付されます。

　都に納付された利子割の一部が個人都民税の取扱額を基準として交付されます。

　配当課税のうち都税として徴収された一部が個人都民税の取扱額を基準として交付
されます。
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○地方消費税交付金

当該年度： 2,843,519千円 前年度： 2,868,797千円 差： △ 25,278千円 (△ 0.9%)

○自動車取得税交付金

当該年度： 1,340千円 前年度： 8千円 差： 1,332千円 (16,650.0%)

○自動車税環境性能割交付金

当該年度： 50,126千円 前年度： 45,569千円 差： 4,557千円 (10.0%)

○法人事業税交付金

当該年度： 331,181千円 前年度： 251,850千円 差： 79,331千円 (31.5%)

○地方特例交付金

当該年度： 124,573千円 前年度： 143,345千円 差： △ 18,772千円 (△ 13.1%)

○地方交付税

当該年度： 29,570千円 前年度： 23,320千円 差： 6,250千円 (26.8%)

○交通安全対策特別交付金

当該年度： 8,080千円 前年度： 8,596千円 差： △ 516千円 (△ 6.0%)

　都に納付された自動車取得税（令和元年度廃止）の一部が道路の面積や延長を基
準として交付されます。

　都に納付された環境性能割の一部が道路の面積や延長を基準として交付されます。

　個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減
収を補塡するために交付される減収補塡特例交付金です。令和４年度及び令和５年
度は固定資産税の軽減措置に伴う特別交付金も含まれます。

　地方公共団体によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行政水準を保つた
めに国から交付される交付金をいいます。国税３税（所得税、酒税、法人税）に消費
税、地方法人税を加えた５税が原資となっています。
　交付税には、市町村が標準的な行政を行うために財源を保障するために交付される
普通交付税と各市町村の特殊事情によって生じた財政需要を補うための特別交付税
があります。

　地方公共団体が道路交通安全施設の整備を行う経費に充てるため、交通反則金が
交通事故発生件数等を基準として交付されます。

　消費税の一部が地方消費税として徴収され、人口や従業者数等を基準として交付さ
れます。

　都に納付された法人事業税の一部が従業者数を基準として交付されます。
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○分担金及び負担金

当該年度： 343,185千円 前年度： 371,913千円 差： △ 28,728千円 (△ 7.7%)

○使用料

当該年度： 480,852千円 前年度： 465,488千円 差： 15,364千円 (3.3%)

○手数料

当該年度： 511,833千円 前年度： 515,092千円 差： △ 3,259千円 (△ 0.6%)

○国庫支出金・都支出金

当該年度： 18,904,494千円 前年度： 19,659,935千円 差： △ 755,441千円 (△ 3.8%)

○財産収入

当該年度： 30,070千円 前年度： 38,503千円 差： △ 8,433千円 (△ 21.9%)

○寄附金

当該年度： 39,604千円 前年度： 58,650千円 差： △ 19,046千円 (△ 32.5%)

○繰入金

当該年度： 1,396,522千円 前年度： 1,853,622千円 差： △ 457,100千円 (△ 24.7%)

　分担金は地方公共団体が一部や特定の者に対し特に利益のある事務事業を行う場
合に、その必要な費用に充てるため、利益を受ける者から徴収するもので、負担金は
一定の事務事業について特別の利害関係がある者から、その事業に必要な経費を受
益の程度に応じて徴収するものです。

　地方公共団体が所有または管理している施設を利用する時に納付されるものです。
納付された使用料はその施設を維持、管理するための経費の財源となります。

　地方公共団体が特定の人のために行う行政サービスの対価として納付されるもので
す。納付された手数料はその行政サービスを行うための経費の財源となります。

　地方公共団体が行う事務事業に対して、何らかの必要性に基づいて、国（都）が経費
の一部または全部を支出するものです。その性格により、負担金、補助金、委託金に
区分されます。

　地方公共団体が所有する財産等を貸し付ける事によって生じる対価や基金の運用
収入等の財産運用収入と財産を売払うこと等により生じる財産売払収入があります。

　地方公共団体に対する金銭の無償譲渡のことをいいます。寄附金の使途を指定しな
い一般寄附金と使途を指定した指定寄附金があります。

　各会計や基金の間において相互に資金運用の方法として、各会計等の経理する資
金を他の会計で受け入れる時の収入をいいます。
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○繰越金

当該年度： 2,528,245千円 前年度： 1,863,662千円 差： 664,583千円 (35.7%)

○諸収入　

当該年度： 366,963千円 前年度： 307,677千円 差： 59,286千円 (19.3%)

○地方債

当該年度： 746,100千円 前年度： 1,003,600千円 差： △ 257,500千円 (△ 25.7%)

●経常一般財源等

当該年度： 25,828,136千円 前年度： 25,022,681千円 差： 805,455千円 (3.2%)

※合計額

●性質別歳出

当該年度： 51,083,149千円 前年度： 50,469,159千円 差： 613,990千円 (1.2%)

※合計額

●義務的経費

当該年度： 25,593,267千円 前年度： 24,642,749千円 差： 950,518千円 (3.9%)

○人件費

当該年度： 6,633,144千円 前年度： 6,637,178千円 差： △ 4,034千円 (△ 0.1%)

　前年度の決算で生じた余剰金を、次年度の歳入に編入する時の収入をいいます。

　他の収入科目に含まれない収入をまとめた科目で普通預金の利子等様々な収入が
あります。

　道路整備や学校建設など、一時的に多額の費用がかかる事業を実施するために、
市が長期にわたり借入れする資金のことです。道路や公共の建物などは、将来にわ
たって利用に供されることから、次世代の方にも費用を負担していただくという意味で、
世代間の公平性という観点からも地方債を財源とすることができるとされています。

　地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費です。職
員の給与等の人件費、生活保護費等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費
からなっています。

　職員等に対し、勤労の対価・報酬として支払われる経費です。

　経常的な収入のうち、一般財源のほか、一般財源と同様に財源の使途が特定され
ず、どのような経費にも使用できる財源をいいます。

　経費の経済的性質に着目した歳出の分類であり、義務的経費、投資的経費及びそ
の他の経費に大別することができます。
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○扶助費

当該年度： 16,825,053千円 前年度： 15,790,647千円 差： 1,034,406千円 (6.6%)

○公債費

当該年度： 2,135,070千円 前年度： 2,214,924千円 差： △ 79,854千円 (△ 3.6%)

○物件費

当該年度： 8,804,420千円 前年度： 9,132,375千円 差： △ 327,955千円 (△ 3.6%)

○維持補修費

当該年度： 325,787千円 前年度： 263,710千円 差： 62,077千円 (23.5%)

○補助費等

当該年度： 6,988,745千円 前年度： 7,856,819千円 差： △ 868,074千円 (△ 11.0%)

○積立金

当該年度： 2,953,688千円 前年度： 1,817,935千円 差： 1,135,753千円 (62.5%)

○投資及び出資金

当該年度： 0千円 前年度： 0千円 差： 0千円 

○貸付金

当該年度： 80千円 前年度： 0千円 差： 80千円 

　地方公共団体が管理する公共用施設等の効用を保全するための経費です。

　他の地方公共団体や国、法人、個人等に対する支出等の経費です。

　社会保障制度の一環として生活困窮者、身体障がい者等に対してその生活を維持
するために支出する経費です。

　地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の支払いに
要する経費です。

　特定の目的のために財産を維持し、または資金を積み立てるために設けられた基金
等に積み立てる経費です。

　地方公共団体が財産を有利に運用するための手段として国債・地方債を取得する場
合や公益上の必要性等の見地から会社の株式を取得したり、新たに共同して株主とな
る場合等に支出する経費です。

　地方公共団体が直接または間接的に地域住民の福祉増進を図るための現金の貸付
けに要する経費です。

　物財調達のための一切の経費（旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借
料、備品購入費等）です。
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○繰出金

当該年度： 4,083,252千円 前年度： 3,773,723千円 差： 309,529千円 (8.2%)

○投資的経費

当該年度： 2,333,910千円 前年度： 2,981,848千円 差： △ 647,938千円 (△ 21.7%)

●充当一般財源等

当該年度： 31,493,094千円 前年度： 29,698,669千円 差： 1,794,425千円 (6.0%)

※合計額

●経常経費充当一般財源等

当該年度： 24,248,702千円 前年度： 23,515,007千円 差： 733,695千円 (3.1%)

※合計額

●目的別歳出

当該年度： 51,083,149千円 前年度： 50,469,159千円 差： 613,990千円 (1.2%)

※合計額

○議会費 　

当該年度： 350,231千円 前年度： 354,143千円 差： △ 3,912千円 (△ 1.1%)

○総務費

当該年度： 6,461,692千円 前年度： 5,371,697千円 差： 1,089,995千円 (20.3%)

　一般会計と特別会計または特別会計相互間において支出される経費です。

　全般的な事務や市の総合計画づくり、財産管理、統計、税の課税や徴収などの事務
にかかる経費です。

　道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅等の建設等社会資本の整備に要する経費で
あり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費から構成される経費で
す。

　当該性質区分に充当された一般財源等（８ページ参照）の額です。

　充当一般財源等のうち、経常的な経費に充当された額です。

　経費の行政目的に着目した歳出の分類であり、下記の経費等に大別することができ
ます。

　議会の活動にかかる経費です。
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○民生費

当該年度： 27,244,035千円 前年度： 26,386,143千円 差： 857,892千円 (3.3%)

○衛生費

当該年度： 5,992,079千円 前年度： 6,543,851千円 差： △ 551,772千円 (△ 8.4%)

○労働費

当該年度： 306,090千円 前年度： 291,747千円 差： 14,343千円 (4.9%)

○農林水産業費

当該年度： 37,475千円 前年度： 20,940千円 差： 16,535千円 (79.0%)

○商工費

当該年度： 203,310千円 前年度： 792,397千円 差： △ 589,087千円 (△ 74.3%)

○土木費

当該年度： 2,739,034千円 前年度： 2,937,517千円 差： △ 198,483千円 (△ 6.8%)

○消防費

当該年度： 1,575,349千円 前年度： 1,568,304千円 差： 7,045千円 (0.4%)

○教育費

当該年度： 4,038,784千円 前年度： 3,987,496千円 差： 51,288千円 (1.3%)

○公債費

当該年度： 2,135,070千円 前年度： 2,214,924千円 差： △ 79,854千円 (△ 3.6%)

　失業対策や勤労者のための各種施設の設置、管理にかかる経費です。

　高齢者、障がい者、児童などを対象とした福祉事業にかかる経費です。

　病気予防のための各種検診や環境対策、ごみ処理などにかかる経費です。

　農林水産業の振興や農・林道の整備、漁港整備などにかかる経費です。

　商工業の振興、観光事業にかかる経費です。

　道路、公園、河川の整備、都市計画などにかかる経費です。

　火災予防や消火・救急救助活動などにかかる経費です。

　小中学校、社会教育活動、図書館、スポーツ振興などにかかる経費です。

　地方債の返済等にかかる経費です。
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